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平成30年（2018年）7月豪雨で被災した広島県安芸郡坂町では，発災6日後に社会福祉協議会が「坂町災害たすけあいセンター」

を設置したが，運営に関わる支援者が不足したため住民自治組織の住民福祉協議会(住民協）が被災者のニーズ把握やボランティアと

のマッチングを担いその役割を果たしてきた．また，被災地の復興でも住民協による様々な取り組みが展開され，地域主体の復興を

推進する原動力として機能している．これまで，被災地におけるボランティアへの期待，支援を活かす受援力の重要性が指摘されて

きたが，行政や社協が十分に対応できなかった場合でも，その役割が被災地で住民自治組織によって，展開される可能性を示す事例

であるといえる． 

そこで本研究では，地域でボランティアを受入れた坂町の事例を長期的，詳細に把握することで，地域復興にも寄与する住民とボ

ランティアとの協働のあり方を明らかにしている． 
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1．はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

阪神・淡路大震災の被災地におけるボランティア

の活躍を契機として，自然災害の被災地では災害ボ

ランティアによる各種活動が期待されてきた． 被災

地に設置される災害ボランティアセンターの運営は，

2004 年以降，社会福祉協議会がその中核を担うため

の体制整備が進められた．加えて各地で平時から被

災者支援主体が連携する取り組みや情報共有会議な

ども設けられ，共助の取り組みとしての災害ボラン

ティアの活動は，よりその役割を期待されている．  

一方，突如災害ボランティアを受入れる被災地が，

ボランティアの支援を適切かつ有効に受けるための，

地域の「受援力」向上の重要性も示されている．内

閣府防災担当は地域向けに「防災ボランティア活動

の多様な支援活動を受入れる地域の『受援力』を高

めるために」1）を作成している．そこでは災害ボラン

ティアとはどういう存在なのかについて，具体的な

活動や受入れの事例を紹介して，災害ボランティア

は土地勘がなく，地域が求めていることもわからな

いことから，被災地側から地域の状況を積極的に伝

えることが地域の「受援力」の一つであるとしてい

る．また，受援力を高めることが地域防災力を高め

ることにもつながると指摘している． 

平成 30 年（2018 年）7月豪雨で被災した広島県坂

町では，発災から 6日後に坂町社会福祉協議会が「坂

町災害たすけあいセンター」を設置したが，常勤職

員が少数であること，そして被災が広域にわたった

ことで支援先が分散し，運営に関わる支援者が不足

する事態が生じた．そこで，住民自治組織である坂

町住民福祉協議会（以下，住民協）が被災者のニー

ズ把握やボランティアとのマッチングの役割を代替
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することになった．それまで坂町では，ボランティ

アセンターの立ち上げ運営訓練等は実施しておらず，

住民自治組織がその役割を急遽担う状況となった．

それだけにとどまらず，住民自治組織が被災地復興

の様々な取り組みや活動に関与したことで，地域主

体の復興を推進する原動力となった．ボランティア

の受入れに関して行政や社協が十分に対応できなか

った場合にも，地域住民がその役割を代替しうるだ

けでなく，地域復興にも寄与する可能性が示唆され

た．実際に坂町では，災害直後のボランティアと住

民の連携が契機となって，様々な動きや変化が生ま

れている．地域で住民による新たな活動が萌芽し，

外部支援団体との連携が他の被災地支援活動などへ

とつながっている． 
社会福祉協議会（以下，社協）のボランティアへ

のオリエンテーションでは，被災地に負担をかけな

いよう支援先では個人的な話をしないよう指示され

る．ところが坂町の場合，住民自治組織が社協の役

割を急遽代替した事で指示が伝わらず，そのことで

逆に住民とボランティアと顔の見える関係が構築さ

れた．結果として積極的にボランティアを受入れた

ことで，住民自治組織の受援力がその後の復興や地

域社会の新たな展開につながるという皮肉な状況を

生み出している． 
なお，地域復興という言葉を用いた 2004 年中越地

震の新潟県中越大震災復興計画をふまえて上村 2）は

復興デザイン研究会の活動の中で，地域復興とは地

域のアイデンティティを再認識する「地域再生」，人

間・社会が自然と折り合いをつけながら暮らす「自

然共生」，災害を転機として創造的に地域をつくり人

を育む「協創恢興」に取り組むことであると指摘す

る．これを豪雨災害の被災地に置き換えると，自然

災害による被害を受けた地域がこれまでの経験を振

り返り，地域力を活用しながら多様な取り組みを進

める過程で，潜在化していた地域の力が発掘され新

たな協働を生み出し，次の取り組みに展開していく

動きと捉えることができる．本研究の目的は，この

ような「地域復興」が，被災地域におけるボランテ

ィアをはじめとする外部との関わり方によって，よ

りよいものとして実現するのかどうかについて具体

的な事例をもとに検討することにある．そのため，

本研究では住民自治組織が社協ボランティアセンタ

ー（以下，ボラセン）の代替として、ボランティア

を受入れた坂町の事例を長期的，詳細に把握するこ

とで，復興にも寄与する可能性を内在したボランテ

ィアとの協働のあり方を改めて整理する． 

1.2 先行研究 

Georgeou3）は日本においては 1995年を境として奉

仕活動とボランティアとを異なるものとする意味の

変容があったとする．つまり，現在のボランティア

の位置づけへと変化したということである．また，

関 4）や内海 5）はボランティアが新たな社会運動の担

い手としての可能性を秘めたものとして社会に受入

れられてきたとしている．稲垣 6）は 2004 年新潟県中

越地震の被災地におけるボランティアやその枠に収

まらない外部支援者の存在等をふまえ，中間支援組

織が住民の主体性を引き出すサポートを実施し，そ

の結果，住民による主体的な復興が進むとして，ボ

ランティアとの連携が，復興につながることを指摘

している．一方で，岩波書店編集部 7）はこれまでは

奉仕活動的であったものが変容する中で，自己犠牲

の奉仕や慈善というイメージから自己実現や自己啓

発というイメージや認識にボランティアという存在

の意義が変容していることを指摘している．合わせ

て，松田 8）が災害対策基本法にボランティアという

言葉が明記されたことを重視する指摘をしているの

と同じくして，内閣府をはじめとして地方公共団体

においても，ボランティアとの連携が被災地での支

援活動で重要な意味を持つという認識が生まれたこ

とについて，新 9）はボランティアの制度化によって

メリットもデメリットも生まれつつあることを指摘

している．そのことについて，大門ら 10）は災害ボラ

ンティアセンターの組織体制が管理統制型と即興自

律型に別れつつあること指摘し，また大門ら 11）は即

興自律型が，社協ボラセンに多くのボランティアが

集まるような中心的な被災地でなく，周辺地域に現

れることが多いことを明らかにしている．その上で，

頼政ら 12）は管理統制型モデルの一元化が進んだ反動

として，民間による即興自律型のボランティアセン

ターも増加傾向にあることを指摘している． 

社協ボラセンなどの機能不全がある場合，それを

補う動きについても様々な指摘がなされている．山

本 13）は災害ボラセンの弱点を指摘しているほか，頼

政 14）は 2014 年広島土砂災害において SNS などを活

用することで自治会等がボラセンを運営した事例を

紹介し，その役割の重要性を明らかにしている．村

井 15）もコロナ禍で被災地外からのボランティアが集

結できなかった 2020 年 7 月豪雨における熊本での

取り組みを取り上げ，災害時に活躍する住民組織を

紹介している．さらに立部ら 16）は同じく広島県坂町

の取り組みの中から，災害時の住民組織の役割につ

いて考察している．  
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これまでの先行研究によって，ボランティアの位

置づけの変化や，その運営方法の変遷，中間支援組

織やコーディネーションの重要性が明らかになって

いる．また，「受援力」に関して内閣府は，主に災害

後の応急復旧期における過去のボランティアの受入

事例を紹介し，地域の受援力を高めることが災害後

の早期復旧と迅速な復興に寄与する重要な要素であ

るとしている. 
しかし，住民自治組織が主体となってボランティ

アを受入れた地域が，どのようにボランティアと協

働して災害後の復旧を実現し，高まった受援力がそ

の後の地域復興にどのような影響を及ぼしたのかに

ついて，長期間の詳細な観察を元に整理された知見

はまだ存在していない． 
 
1.3 研究の方法 

平成 30 年 7 月豪雨で被災した坂町でボランティ

アと住民による地域の復旧・復興活動の状況を，受

援形態が異なった被災地区（西側住民協，中村住民

協及び小屋浦住民協と小屋浦住民協 2丁目第 3 町内

会並びに 4丁目町内会）ごとに詳細に把握する．さ

らに，被災時の受援形態の違いが，被災地にどのよ

うな新しい動きを生み出したのか，被災地域に暮ら

す住民の一人としての筆者が，参与観察を行うとと

もに，関係者へのヒアリングを通じて明らかにする

（表 1，図 1）． 

 

表 1 坂町の人口・高齢化・世帯数（1月） 

 
出所：坂町役場ホームページ 

 

 

 

 

 

出所：国土地理院地図を元に筆者作成 

図 1 坂町管内図 

 

2. 平成 30 年 7月豪雨による坂町の被害 

2.1 平成 30 年 7月豪雨の概要  

2018 年 6月下旬以降，西日本を中心に全国的に広

い範囲で発生した豪雨について，気象庁は名称を「平

成 30年 7月豪雨」と定めた．この豪雨により全国で

河川の氾濫，浸水害，土砂災害等が発生し，死者 237

名（広島県 115名），ピーク時に広島県では避難所が

660ヶ所開設され，最大避難者数は約 2万 8千名（広

島県約 1万 2千名）となった．約 1ヶ月後に避難者

数は約 3千 5百名を切り，一般の避難所は全て同年

12 月（福祉避難所の一部は 2019 年 3 月）までに閉

鎖された． 

 

2.2 坂町における被害 

広島県安芸郡坂町は，広島市安芸区と呉市に隣接

する町で，人口 12,680 人，5,791世帯（2024 年 1月）

である．災害発生時は，人口 13,247 人，5,761世帯

であり，人口減少が進んでいる．  

平成 30 年 7月豪雨災害では，がけ崩れ，土石流に

より，町内 200箇所以上で道路，河川等が被災した．

大量の土砂，流木等が橋梁に留まったことで，河川

の水が市街地に流入して広い範囲で浸水被害が発生

した結果，人的被害は死者 21 名（災害関連死を含
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む），行方不明者 1名，家屋被害は 1,641件に及んで

いる． 

坂町では，①6 日 15 時 00 分に指定避難場所を開

設し避難準備・高齢者等避難開始を発令，②土砂災

害警戒情報発表を受け17時40分に避難勧告を発令，

③大雨特別警報の発表を受け 19時 40分に避難指示

を発令し住民の早期避難を呼びかけた．しかし，夕

方から急激に降雨が強まったことで，避難が間に合

わず多くの人命が失われる甚大な被害となった（表

2，表 3）．  

 

表 2 建物被害/罹災証明交付件数(2021 年 3月 1日) 

 

出所：坂町役場ホームページ 

 

表 3 避難施設への避難者数 （2018 年 8月 1日） 

 

出所：坂町社会福祉協議会 

 

3. 住民組織による応急復旧 

3.1 坂町社会福祉協議会の復旧活動 

発災翌日 7 月 7 日に町内の被災状況を確認した坂

町社協は，翌日の関係団体との緊急会議においてコ

ミュニティマッチング方式(1)でのボラセン運営を決

定した．9日には被災した町内 13地区の住民協会長

会議で坂町社協に「坂町災害たすけあいセンター」

（以下，社協ボラセン），各地域にボランティアの拠

点（以下，社協ボラセンサテライト）の設置を表明

し，各地区の住民協に被災者のニーズ調査を依頼し

ている．10日から各社協ボラセンサテライトへ車両

による活動用資機材の運搬を開始し，12日からボラ

ンティアの募集・受入と被災地区へのボランティア

派遣を開始した（10月から個別方式に移行）（表 4）． 

 

表 4 坂町災害たすけあいセンターの活動状況 

（2019 年 2月末）(2)  

 
出所：坂町社会福祉協議会 

 

3.2 坂町住民福祉協議会による復旧活動 

ここでは，コミュニティマッチング方式でボラン

ティアを受入れた地域の状況について，主に住民協

会長へのヒアリングから明らかにする． 
(1) 住民協の概要 

坂町の住民協は，各地区で地域活動の主体となっ

ている市町村の自治会に相当する住民自治組織で，

伝統行事の継承活動（祭り，盆踊りなど），地域の交

流活動（運動会，ふれあいサロンなど），環境維持活

動（公園・河川・海岸・遊歩道清掃など），安全に関

わる活動（避難訓練，消火栓訓練，防犯パトロール

など）を行っている． 

町内は，大きく坂地区・小屋浦地区・横浜地区の

3つの地区（小学校区）に分かれ，災害発生時にはそ

の中に 17の住民協があった．さらに，小屋浦地区の

住民協には，下部組織として 13の町内会が存在して

いる（表 5）． 

 

表 5 坂町住民福祉協議会の組織 

 
出所：住民協へのヒアリングを元に筆者作成 
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今回の災害では，住民協が最初に設立された町内

でも高齢化率が高く，旧来からの共同体的な土地柄

を維持している地区に被害が集中した． 
 

(2) 坂地区西側住民協の活動 

社協ボランティアのみ受入れた西側住民協では，

7月11日に西側公園に社協ボラセンサテライトが設

置され，12日から社協ボランティアの活動が始まっ

ている．西側住民協はボランティアの受入れ，振分

け，道案内，作業終了後の確認，資機材の管理等の

サテライト運営を担当し，応援社協が社協ボラセン

からのボランティア送迎と資機材の補充を担当した． 

また，古くからの集落で住民同士の結びつきが強

いこともあり，住民協の呼びかけで住民による作業

部隊が結成され，連日 5～7名の住民が道路や水路の

暫定復旧作業を行った．さらに地域の婦人有志は，

ボランティアが休憩する西側会館に冷たいタオルを

準備するなどしている．  

被災から約 1ヶ月経過した頃，復旧を終えた被災

者と復旧が終わらない被災者が出現し，後回しにさ

れたと感じた住民から苦情が出るようになった．そ

こでは住民協が経緯を説明して一応の住民の理解は

得たが，「納得しない場合は，住民自治に悪影響を与

えかねないので，社協と連携して被災者の気持ちに

配慮して対応する必要があった」と住民協会長は指

摘する．また，社協に強く要望した結果，8月に入る

と技術系ボランティア(3)が油圧ショベルで毎日早朝

から日暮れまで休みなく作業してくれたことで土砂

排除が進み始めることになった．そして 9月以降も

技術系ボランティアが土砂撤去作業をしたことで，

ようやく復旧の先が見えたと言う． 

さらに，技術系ボランティアによる床下清掃～乾

燥～消毒作業の実演講習に多くの被災住民が参加し

た．「毎日，作業進捗を把握してボラセンとの派遣依

頼調整を続けたことで社協や技術系ボランティアか

ら多くの知識を習得して，外部の支援をうまく活用

できるようになった」と振り返る．その後，最大 1日

120 人を受入れて作業が進み，9月 28 日にボランテ

ィア活動を終了している（表 6）． 

 

(3) 坂地区中村住民協の活動 

社協ボランティア以外のボランティアも直接受入

れた中村地区では，土石流の発生によって，通常で

も車両が通行できない地域に土砂が流れ込み，被災

範囲は狭いが建物の倒壊など大きな被害を受けた．

そのような状況でもあり，住民協会長は避難所の対

応で 9日の住民協会長会議を欠席している．  

中村地区は被災世帯数が少なかったこともあり，

隣接の刎条地区に合同の社協ボラセンサテライトが

設置されたが， 約 1週間で刎条地区の活動が終り，

その後は中村地区の公民館にサテライトを移してい

る．応援社協の職員 2名が来たが，住民協がボラン

ティアの割振りと道案内，住民の苦情対応の役割を

担っている． 

この地区は道幅が狭く，人が直接資機材を持参し

なくてはいけない被害箇所が多かったため，ボラン

ティアが不足することになった．そこで，地区住民

のひとりが自身の勤務先に依頼して勤務先の社員約

20名が毎週末作業に来てくれることとなった．さら

に応援社協の地元で募集した約 20 名のボランティ

アが直接中村地区に来たことで作業効率が大幅にア

ップした．また 8 月には地区住民の知人の重機が 2

台導入されている．さらに地区住民は社協ボランテ

ィアにも茶菓を出して作業後は長靴を洗ってお礼を

している．こうした支援によって復旧活動は劇的に

改善され，社協ボラセンサテライトは 8 月末に閉所

している． 

9 月からは土日に被災者が出した土砂を，住民が

軽トラで中央公園に運んだ．住民協会長は「住民に

できることは自分達でやると決め，一日約 15人が参

加した．普段付き合いのない若い住民など本当によ

くやってくれた」と振り返る．住民協は，修理予定

の家屋を優先して，解体予定の家屋にはボランティ

アを入れなかった．解体か修理かを迷っていた住民

から「ボランティアを入れてもらえない」と声が上

がり，知人が作業した住民には「社協ボランティア

が入らなかった」と言われた．住民協会長は「被災

した住民の状況が同じ場合は，住民協加入者を優先

する．日頃の住民協への参加状況や地域への貢献度

は，順番を決める要件になってしまう，それは仕方

ない」と言う（表 6）． 

 

(4) 小屋浦地区小屋浦住民協の活動 

小屋浦地区では 7 月 11 日に小屋浦小学校に社協

ボラセンサテライトを設置したが，国道 31号線の大

渋滞の影響で，社協ボランティアの受入れ開始が遅

れて 14日になった．しかも，猛暑と交通渋滞のため

に社協ボランティアの 1 日の作業は実働 3 時間しか

確保できなかった．しかし，夏休みにボランティア

の人数は増え，8月 25日には 568 人に達した． 

小屋浦地区には，社協ボラセンサテライトのほか，

社協がボランティアの受入ルールを住民協に周知す
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る前に小屋浦 4丁目に立地する天地川公園に来た技

術系ボランティア団体（以下，プロボノ）による「小

屋浦ボランティアサテライト」（以下，プロボノサテ

ライト）が設けられた．「最も大きな被害を受けた 4

丁目の作業をプロボノに任せることができたので，

2 丁目と 3 丁目に社協ボランティアを集中投入でき

た」と小屋浦住民協会長は振り返る．さらに，「プロ

ボノは，土砂撤去だけでなく，祭りでは屋台を出店

して子どもを楽しませ，花火などレクリエーション

で気が滅入った住民に寄り添ってくれた．こんなこ

とは社協ボランティアにはできない」と言う． 

加えて，坂町全体の復旧活動を「連絡会議で定期

的に他の地区の復旧状況を共有したが温度差を感じ

た．早期に活動を終えた地区では，住民協に未加入

の被災者宅にはボランティアが入らなかった．小屋

浦では考えられないことだ．坂町社協はボランティ

アを入れてくれたが，今回の災害は，地域のつなが

りが強い地区で起きた．新しい地区では，小屋浦と

同じことはできないと思う」と指摘する（表 6）． 

 

(5) 小屋浦住民協 2丁目第 3町内会の活動 

次に社協ボランティア以外のボランティアも直接

受入れた小屋浦 2丁目第 3 町内会の活動を見ていこ

う。7 月 14 日から小屋浦住民協が社協ボランティア

を受入れたが国道 31号線の大渋滞のため，小屋浦地

区には数十人（他の地区は数百人）しか来なかった．

そこで 17日に町内会の住民が話し合い，ボランティ

アの数が少ない間は，被害の大きな 4丁目と 3丁目

を優先して，2 丁目第 3 町内会は住民同士で助け合

って復旧作業をすることを決定した． 

18 日からは，住民が独居老人世帯のゴミ出し支援

活動を開始した．参加者は 20名を超え，災害前の町

内会行事の参加人数を上回っている．町内会長は「災

害前は挨拶程度の付き合いの住民が，助け合い，支

えあった．参加した住民の中には，日頃会うことも

ない若者もいて，その後の住民同士の共助意識の醸

成に影響している」と振り返る．しかし住民の復旧

作業の参加者は高齢者が多く，ボランティアのサポ

ートに回らざるをえなかった．  

小屋浦 2丁目第 3 町内会には，社協ボランティア

のほか，地域住民の SNS の呼びかけに応じた人たち

が直接町内に入って週末に活動している．さらに社

協ボランティアと違って 19 時頃まで活動してくれ

たことで復旧作業は迅速に進んでいる．また住民が

自身でレンタルした油圧ショベル等を運転して土砂

や被災ゴミの撤去も行われている．9月には，町内会

長が復旧活動で知り合った NPO 法人が広島市内で主

催したワークショップ「防災・減災・作戦会議」に

参加している．この NPO 法人は復旧作業後に小屋浦

地区で，今後のまちづくりを考えるワークショップ

を開催している．町内会長は「駆けつけたボランテ

ィアの中には，5年，10 年先，復興だけではなく，

新たなまちづくりや地域づくりを長く支援しようと

する人がいると思う．彼らの『お助け』は，当座の

困りごとだけでなく，地域や人が変わっていくこと

が，楽しみなのではないか，そんなボランティアと

どう長く付き合っていくか，受入れ側の重要な視点

だ」と指摘する（表 6）． 
 

(6) 小屋浦住民協 4丁目町内会の活動 

小屋浦 4丁目町内会では，直接駆けつけたボラン

ティアだけを受入れて社協ボランティアは受入れな

かった．7 月 8 日に天地川公園にプロボノサテライ

トが設置されると，9 日朝にはプロボノの重機が到

着して，社協ボラセンの 5日前から活動が始められ

ている．翌日には，坂町災害対策本部の要請で行方

不明者の捜索を手伝い，その後もプロボノは，社協

を経由せずにプロボノサテライトに直接入って活動

を継続した． 

4 丁目町内会はプロボノと連携しながら，住民組

織が行ったニーズ調査に基づいてボランティアを振

分け，活動場所に案内したが，その際にボランティ

アを入れる順番で苦情が出たりすれば，町内会長が

直接住民に理由を説明している．町内会長は「ボラ

ンティアの受入経験はなかったが，プロボノの協力

を得るために様々な努力をした．車に寝泊まりして

いたボランティアには住民が事務所を寝泊まり場所

に無償で提供した．ボランティア同士が意見の相違

から頻繁に対立したが，いつも仲裁に入って撤退し

ようとするボランティア団体を引き留めた．毎日一

緒にいて，お互いを知る関係でいたからこそ仲裁で

きた．大勢のプロボノが迅速に作業を進めてくれた

のは，住民が休まず働き，積極的に関わりを持とう

としたことによる相互の信頼関係が生まれたことが

大きい」と振り返る．結果としてボランティアの受

入れ経験がなかった住民組織が，経験豊富なボラン

ティアが集まったプロボノサテライトの運営に深く

関わって，ボランティア団体間のトラブルの仲裁ま

で行うような活動をしたことで，住民の受援力が高

まり効果的な支援を受けることができたといえる． 

長期間滞在するプロボノは住民と個人的な関係を

構築することになる．それが復興期まで長く支援を
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受けることになったケースもあれば，一方で，ボラ

ンティアの受入ルールが住民に十分に周知されなか

ったことが原因と考えられる事案として，ボランテ

ィアが被災した住民から借金するような不適切な事

例も確認された．また，住民からのニーズ内容を十

分に確認しないまま，家主の意とは違う箇所まで復

旧作業をしてしまったケースもあった．「社協ボラセ

ンが規模を縮小した後，丁寧に作業したボランティ

アと，雑な作業のボランティアがいて『うちはちゃ

んとやってくれなかった』という声を聞いた．社協

ボランティアであれば，均一な作業をするので不公

平感はないと思う．社協を介さずボランティアが入

った地区では，住民が活動をコントロール出来る仕

組みがないと不公平感が残り，後の復興に影響する

のではないか」と元社協職員は指摘した． 

 災害ボランティアの受入れにおいて，ボランティ

ア団体の存在は重要であるが，特定の団体が地域に

密接に関わりすぎることで，ボランティア活動の本

来の目的から逸脱し，住民や他のボランティアとの

トラブルが発生するおそれがある．このため，ボラ

ンティア活動が本来の目的から外れないように，調

整役の存在が求められる．具体的には，住民とボラ

ンティア団体との連携会議を設けるなど，常に住民

側がボランティアの活動を客観的にチェックして適

切に調整することが重要であろう．また，多様なボ

ランティア団体を受入れることで，住民は特定の団

体に依存することなく複数の支援を選択でき，支援

の多様性を期待することができる（表 6）． 

 

3.3 コミュニティマッチングの効果 

ここでは，前節で整理した各住民協によるボラン

ティアの受入れ状況を検討することで，坂町が採用

したコミュニティマッチング方式での対応がどのよ

うな効果を持つのかについて整理する（表 7）． 
(1) ボランティアの受入れ 

ボランティアの受入れ形態は住民協ごとに多様で

あった．住民協主体で対応した地区もあれば，集落

単位で独自の動きをした地区もある．それらを整理

すると 3つのケースに分類できる．（ａ）社協ボラ

ンティアだけを受入れたケース（西側住民協）．

（ｂ）住民自ら呼びかけて外部支援を受入れ，かつ

社協ボランティアも受入れたケース（坂地区の中村

住民協・小屋浦住民協 2丁目第 3 町内会）．（ｃ）駆

け付けたボランティアのみ受入れたケース（小屋浦

住民協 4丁目町内会）．それぞれのケースについて

有効な側面と課題・問題点を検討する． 

表 6 住民自治組織の対応

 

出所：住民協と社協へのヒアリングを元に筆者が作成 
 
まずボランティア受入れの特徴と課題を整理する．

一般的な社協ボランティアの活動形態と比較すれば，

最も迅速な対応になり得るのは（ｃ）となる．実際，

駆け付けたボランティアは，小屋浦地区の社協ボラ

センより 5日早く活動を開始している．社協を経由

せず重機など資機材を持込み，自らのネットワーク

で集めたボランティアを直接投入して，時間制限な

く活動したことで，最も効率的な支援が受けられた

といえる．ただし，地域住民は初対面のボランティ
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アを信頼することが求められ，地域住民もボランテ

ィアから信頼されなければならない．実際に住民側

は公園を活動拠点として占有使用する手配もしてい

る．課題は，作業範囲や作業時間をボランティアに

任せたことで，作業の仕上がりに不均衡が生じ，住

民に不公平感が生まれたことである．一方的に駆け

つけるボランティアを受入れるには，住民側にも被

災者の求めに配慮しながらボランティアを能動的に

受入れることのできる受援力を発揮する必要がある． 

次に迅速な対応になり得るのは（ｂ）である．社

協ボランティアを受入れながら，ボランティアの不

足を補うために，地域住民のネットワークを利用し

て直接ボランティアを受入れている．それによって

迅速な対応を可能にしているが，直接来たボランテ

ィアと社協ボランティア両者の行動を統制する必要

がある．社協ボラセンの管理下のボランティアは，

作業範囲や作業時間などの統制がとれているが，直

接来たボランティアには制限がない．その課題に対

しては，応援社協が両方のボランティアの行動を見

ながら住民協にアドバイスをしていた．このような

調整機能が受援体制にあれば有効な対策となり得る． 

（ａ）では，ボランティアの不足を住民側で補っ

ている．住民作業部隊 7 人はボランティアの１班分

に相当する．翌日に社協から派遣されるボランティ

アの人数が把握できないなかで，必ず１班は活動で

きる体制を作っていた．社協ボランティアは活動時

間に制限があるため，プロボノのような迅速な対応 

は期待できないが，社協ボラセンが統制しているた

め，均一な作業が行われていた．経験等による差は

あるものの，作業は班のリーダーが統制しているた

め，（ｃ）のような住民に強い不満が残るまでの不公

平は生じることはない． 
 

(2) ボランティアとの交流 

地域住民とボランティアとの交流について整理す

る．（ａ）のケースでは，社協ボランティアは，オリ

エンテーションで「被災者に負担がかからないよう

住民との関わりは控える」旨の説明を受けていた．

また，住民協も社協から「ボランティアには過剰な

ふるまいはしないように」と指導されていた．その

結果，社協から派遣されるボランティアに地域住民

が関わりを持つことはあまりない．（ｂ）の中村地区

では住民が勤務先に呼びかけ，社協ボランティアに

追加する形で，企業のボランティアを直接受入れて

いるが，この場合も交流はほとんど生まれていない．

さらに，住民は社協ボランティアへも茶菓を出して

作業後に長靴を洗うような対応をしていたが，そこ

ではその後につながるような交流のきっかけにはな

りえていない．一方で，（ｂ）の小屋浦住民協 2丁目

第 3 町内会は，SNS で呼びかけたボランティアと，

休憩時間を利用して積極的な対話を試みている．そ

の結果，関係が深化してその後も交流が続いている．   

（ｃ）では，初対面のプロボノを受入れてボラン

ティア拠点を協働で運営していた．さらには，住民
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表 7 コミュニティマッチングの特徴 

出所：住民協，社協及びプロボノへのヒアリングを元に筆者が作成 
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によるボランティアへの宿泊場所の提供など，積極

的に関わったことがその後の継続的な交流の契機と

なっている． 

 

4. 地域復興活動への影響 

4.1 住民による新たな復興の取組み 

ここでは，ボランティアとの協働が地域社会で，

どのようにして新たな活動へと展開したのかについ

て整理する． 

(1) 住民によるボランティア活動の継承 

小屋浦地 4丁目町内会では，応急復旧時にプロボ

ノや個人のボランティアを積極的に受入れて協働す

るなかで信頼関係を構築し，その後の復興期におい

ても住民との関係が継続している．4 丁目で活動し

たプロボノの代表は，毎年 5月と 7 月に地域の行事

に欠かさず参加しているが，応急復旧時のような町

内会とプロボノとの濃密な関係は，徐々に薄れてい

る． 

しかし，4丁目では，プロボノ代表が取り組む他の

被災地支援活動に，地域住民が物資の提供を続けて

いる．さらに，プロボノの活動に触発された住民が

各地の被災地でプロボノ団体のボランティア活動に

参加するなど，地域の復興というよりも個人的な共

感による活動の展開が進んでいる．  
  

(2) 小屋浦コミュニティハウスの建設 

小屋浦地区では災害直後から，商業施設，病院，

銀行が休業していた．その事態を懸念した小屋浦地

域づくり推進協議会での「お好み焼き屋しかない，

気軽に集まれる場所がほしい」という発言が発端と

なり，広島県三原市の仮設住宅談話室を譲り受けて

設置する企画が持ち上がった．解体から移設までを

小屋浦地区の住民と SKY 協働センター（後述）が行

い，2021 年 7 月 29 日に小屋浦コミュニティハウス

が完成した．  

小屋浦地域づくり協議会の役員は，「地区のつどい

の拠点として談話室を再利用したいと譲り受けた．

住民が地域のために頑張って再建したものを後世に

残したいと思った」と言う．各町内会のサロン活動

や月に一度のマルシェや季節のイベントなどが開催

され，災害後，集まる機会が減少した住民の集いの

場となっている． 

 

(3) 西側住民協による記録誌の制作 

平成 30年 7月豪雨は，100 年前の災害と同じ場所

で被害が生じている．過去の災害経験が伝承されて

いなかったことで，坂町全体で多くの犠牲者を出す

ことになった．西側地区は幸いケガ 2名だけだった

が，「大災害の体験・教訓を後世に伝えなければなら

ない」との多くの声に 2019年 7月から子育て世代や

民生委員をメンバーに加えた災害伝承チームが，伝

承誌と DVDの制作を始めた．「住民協の行事に参加し

ない若い世代が，このチームに参加したのは，災害

発生から復旧活動中の住民の行動が発端だ．避難所

での住民同士の助け合いなど，災害復旧に地域住民

が関わらなかったら，このような共助の動きにつな

がることはなかった」と住民協会長は指摘する. 

当時の行動を知るため全戸配布したアンケートに

は，約 7 割の住民が回答し，多くの写真や映像の提

供があった．コロナ渦で作業が中断して発刊は 2022

年 4月となっている．  

 

(4) NPO 法人 SKY 協働センターの設立 

住民協や町内会といった地縁組織がある一方で，

横断的な新しい動きもでてきた．今回の災害の際，

県外から駆けつけたボランティアの活動に触発され

た坂地区の住民らが中心となって新しいボランティ

ア団体（SKY 協働センター）を立ち上げて 2020 年 10

月には NPO 法人の認証を取得している.   

SKY 協働センターは，災害復興の過程で，状況が発

災から平時へと移行するにつれて，行政や住民協，

外部支援者等が災害直後のように臨機応変に活動す

ることが難しくなる中で，地域住民が地理的境界を

超えて集まって，商業施設や病院が撤退した後の地

域や新しく建設された災害公営住宅において，コミ

ュニティ拠点の開設や人間関係の再構築に取り組ん

でいる．2020 年 11 月から活動を開始し，最初の取

組は小屋浦地区コミュニティハウスの移築支援であ

った．さらに 2021 年 4月から災害公営住宅での住民

交流会の再開を支援している．  

 

4.2 復旧復興期におけるボランティアとの協働 

災害発生直後のボランティアと住民自治組織の協

働が，その後の住民自治の活動や地域復興にどのよ

うな効果をもたらしたかについて考察する． 
(1) 西側地区の動き 

西側地区は社協ボランティアだけを受入れたが，

住民協会長は「住民協がサテライト運営を任されて，

復旧に主体的に関わったことで，災害前より住民の

目が住民協に向いていると感じる，災害を通じてつ

ながりができた．地域住民が協力的になったことは

間違いない．通りすがりの会釈もしなかった人が，
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声かけを始めた．コミュニケーションの機会が増え

た．地区の行事にも災害前に比べ多くの人が集って

くれた．このつながりを住民が大事にすれば，大き

く広がっていく」と述べている． 

西側地区では復旧・復興期において，住民協が社

協から現場コーディネーターの役割を与えられたが，

その能動的な活動は地域社会に大きな影響を与えた

といえる．まず，この活動により地域の結束が強化

され，災害前には築かれていなかった新たなつなが

りや協力関係が形成されている．社協ボラセンの場

合，ニーズ班が地元の自治会委員や民生委員と協力

して，ニーズ調査・現状把握・現地調査を実施し，

マッチング班がボランティアグループを編成し，ニ

ーズとのマッチングを図るのが一般的である（愛媛

県社協，2020）．その場合は，自治組織は社協を補助

する役割を担うため，地域住民のボランティア活動

への関わりは限定的になる． 

しかし，社協ボラセンがコミュニティマッチング

方式による運営を採用し，被災地域側の運営を地域

の住民協に任せたことで，住民同士のコミュニケー

ションの機会が増加し，地域全体での協力体制が構

築されることにつながっている．応急復旧への地域

住民の参加と協力が，復興にどう影響したかを示す

ような具体例を挙げることは難しいが，復興の 5年

先 10 年先を見据えたとき，復旧期の協働活動は地域

の連帯感醸成に資するとみることができる．被災者

自ら応急復旧に関わることの大変さを考慮しつつ，

地域住民が主体的に関わる受援体制の構築を平時か

ら考える必要がある． 

 
(2) 小屋浦地区の動き 

小屋浦地区では，小屋浦住民協が災害前から小屋

浦地域づくり推進協議会を設立し，町内会長や異な

る世代・団体の代表者が連携して地域の課題解決の

提言をするため議論を行っていた．そこで築かれた

多世代の幅広いつながりが，応急復旧をボランティ

アと協働して円滑に進める上で重要な役割を果たし

ている．また，地域づくり推進協議会の取り組みが，

復旧後の地域再建にも影響を与えている．小屋浦コ

ミュニティハウスの建設がまさにその一例である．  
地域でのボランティア受入れや復旧作業において，

災害前の地域社会で様々な世代や組織を結集し，意

見を出し合う場があったことで，偶然にも地域全体

の声が反映されやすい環境が整っていたことが有効

に機能したことからすれば，今後，危機に備えた準

備や地域全体の協力体制を整備する際には，住民自

治組織においても，若い世代が参加して積極的に年

長者と議論できる環境を整えておくことが，災害時

の対応やその後の復旧・再建にも影響を与えること

を示唆している． 
 

5. まとめ 

5.1 住民自治組織による受援の可能性 

本研究では，平成 30年 7月豪雨で被災した広島県

坂町における災害ボランティアの活動と，その活動

を受援した地域の関係を整理する中で，社会福祉協

議会が設立運営するボラセンが十分にその役割を果

たせない状況下で，住民協議会（自治会）がその役

割を果たすことの意義を整理することを試みた． 

例えば西側住民協では，社協ボラセンの代替機能

を果たす形でボランティアの受入れを行ったが，住

民の被害状況を丁寧に把握することができる特性を

十分に活かし，適切かつ効果的なボランティアとの

マッチングを図ることに成功している．また，社協

ボランティアだけでなく，住民協が直接呼びかけて

ボランティアを募集した中村地区などは，活動方法

が異なるボランティアが地域で混在したとしても，

その負の影響を最小化するのに住民協が大きな役割

を果たしている． 

それとは異なり，社協ボランティアによる支援が

始まる前に，駆けつけたボランティア団体と連携し

て活動を進めた小屋浦 4丁目の場合は，当初はその

ような意図ではなかったものの，地域ニーズに応え

られる技能を持ったボランティア団体であったこと

から，住民がその活動拠点を用意して，他の地区に

先んじて重機の導入による土砂の撤去等を実現して

いる． 

これらをふまえると，頼政ら 10)もボラセンの運営

が多様化していることを指摘しているが，今回の坂

町の場合には，管理統制型である社協ボラセンが十

分に機能を果たすことができず，地域へ委ねられた．

それは即興自律型とは少し異なり，管理統制型と即

興自律型の両方を兼ねた管理即興型とも言えるボラ

セン運営形態を地域コミュニティが担うことができ

ることを示したと言える． 

      

5.2 コミュニティマッチングの成果 

これまで，ボランティアに関しての先行研究では，

災害発生直後に焦点が当てられることが多く，そこ

での関係性がどのように復興に寄与するのか，とい

う視点で調査や分析が行われることは少なかった．

また，復興期の外部支援の関わりについても多くの
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先行研究があるが，地域が受援力を発揮してボラン

ティアを受入れた場合には，どのような影響がある

のかについてまで検討されては来なかった．今回の

研究においては，筆者が一部当事者であったことも

あり，参与観察的なアプローチで長期間，地域の活

動を観察することができた．その結果，地区ごとに

異なったコミュニティマッチングが，その後の取り

組みにどのようにつながるのかについても明らかに

することができた． 
住民協（自治会）が社協ボラセンの代替機能を果

たした場合には，ボランティアとの継続的な交流や

活動へとは展開しないものの，そこで強化された地

域力がその後の地域の取組に大きな役割を果たすこ

とが明らかとなった．また，社協ボランティアと並

行して自分たちで外部からボランティアを受入れた

地域では，交流がその後も続き地域復興の一翼を担

うことも明らかとなった．一方でボランティア団体

の訪問を受け，結果としてそれを受入れた地域では，

その関係は受入れに尽力した個人間のつながりとな

り，地域の復興，というよりもむしろ，そのつなが

りを他の地域の支援等に活かしていくことになるこ

とも明らかとなった． 
さらに，コミュニティマッチングの展開によって，

地域の住民が主体的な活動を進めることになった結

果，地域住民による新たな地域づくり団体が結成さ

れる，ということも明らかになった．地域を超え，

様々な活動を担う必要性が一連のプロセスによって

強く認識されたことがこのような状況を生み出すこ

とがわかる．今後，地域の被害復旧の支援を契機と

してその後の復興にもつながるような受援のあり方

を検討する際，今回明らかにされたことがいくつか

の示唆を与えることになるのではないだろうか． 
今回の調査では，社協ボラセンが派遣する一般ボ

ランティアと地域との継続的な交流や活動への展開

については把握できなかった．地域がどのように一

般ボランティアを受入れて協働すればよいか，適切

な受援とはどのようなものなのかについては，今後

の調査・研究で明らかにしたい． 
 

謝辞 

 本研究の調査に協力いただいた坂町のみなさんに，

心から感謝いたします． 

 

補注 

(1) コミュニティマッチング方式の公式な定義はないが， 

NPO 法人さくらネット石井代表は，日常の地域福祉活

動を活かし，地域にコミュニティワーカー（地域担当）

を配置して住民とともに地域の課題解決に取り組む

手法で，一度に多数のボランティアの活動創出が可能

となり，地域のニーズ状況を可視化しやすくなるとし

ている．石井氏の定義では，①地域で被災家屋等のボ

ランティア活動依頼のニーズ把握，②地域の集会所を

資機材保管・ボランティア休憩拠点に活用，③被災者

とボランティアの仲介等，を社協と住民が協働するこ

とになる． 

坂町では，各地区の社協ボラセンサテライトの運

営を住民協が担い，さらに，①社協を通さず直接支援

を呼びかけボランティアを受入れた住民協，②駆け

つけたボランティアを直接受入れ拠点場所や資材を

提供した住民協もあった． 

(2) 坂町には全国から多くのボランティアが駆けつけて

活動をした．社協に登録した活動は統計の対象となっ

ているが，社協に登録せず被災地に直接駆けつけた活

動は統計の対象外となっている．居住者数に対して被

害家屋件数が最も多く，多くのボランティアが駆けつ

けた小屋浦地区では，社協ボランティアがほとんど入

らなかった地域もあり，活動の定量的な数値として地

区ごとのニーズ件数を参考とした． 

(3) チェーンソーなどの電動工具を使った作業や重機を

使った作業など,一般のボランティアでは難しい技術

が必要な作業をするボランティアのこと. 
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